
第5回荒川区子ども・子育て会議 

次  第 

 

 

日時：平成26年10月17日(金) 

日時：13時30分～15時30分 

会場：荒川区役所 304・305会議室 

 

 

次 第 

１ 開 会 

 

２ 議 事 

 

（1） 子ども・子育て支援新制度本格施行までの想定スケジュールについて 

 

（2） 子ども・子育てを取り巻く現状と課題について 

 

（3） 事業計画における量の見込み及び確保方策（案） 

 

(4)  その他 

 

 ３ 閉 会 

 

 

配付資料 

 資料１   子ども・子育て支援新制度本格施行までの想定スケジュール 

 資料２   子ども・子育てを取り巻く現状と課題 

 資料３   事業計画における量の見込み及び確保方策（案） 

 参考資料１ 利用者負担について 
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子ども・子育てを取り巻く現状と課題 

1 子どもの人口と現状 

（１）荒川区における世帯と人口の推移 

世帯数、人口数ともに増加傾向である。特に人口については、6年間で約 7千人

増加している。 

 

（２）荒川区・東京都・国における合計特殊出生率の推移 

区においては、全国平均と比べると低い傾向にあるが、東京都や23区の平均と比

べると高い傾向にある。 
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（３）地域別児童人口 

0歳～5歳の児童数の推移をみると、南千住・日暮里地域では再開発による大型マ

ンションの立地に伴い、ファミリー世帯が増加し、児童数も顕著に増加している。

一方で、尾久地域の児童人口は、微減傾向にある。 

 

（単位：人）

平成21年4月 平成22年4月 平成23年4月 平成24年4月 平成25年4月 平成26年4月

457 557 544 540 518 545
245 235 245 244 222 224
223 203 225 230 215 234
388 365 375 392 339 380
317 309 331 354 428 457
1,630 1,669 1,720 1,760 1,722 1,840
496 526 601 560 559 526
241 238 238 245 233 221
226 231 213 252 235 213
384 390 391 366 392 351
294 326 321 345 385 414
1,641 1,711 1,764 1,768 1,804 1,725
460 536 534 587 558 552
220 247 235 217 233 220
205 233 243 219 245 229
360 378 394 382 351 390
290 293 317 322 363 369
1,535 1,687 1,723 1,727 1,750 1,760
3,176 3,398 3,487 3,495 3,554 3,485
440 498 533 528 578 547
197 213 232 231 215 209
201 218 227 255 204 247
367 365 381 397 352 341
253 279 293 318 333 364
1,458 1,573 1,666 1,729 1,682 1,708
420 454 514 518 531 563
228 196 231 228 222 206
211 198 210 224 244 201
371 372 363 387 378 351
258 243 278 290 317 331
1,488 1,463 1,596 1,647 1,692 1,652
397 447 469 504 519 532
237 222 187 210 228 215
199 208 198 207 221 241
384 365 373 362 360 373
261 262 248 274 307 316
1,478 1,504 1,475 1,557 1,635 1,677
4,424 4,540 4,737 4,933 5,009 5,037
2,670 3,018 3,195 3,237 3,263 3,265
1,368 1,351 1,368 1,375 1,353 1,295
1,265 1,291 1,316 1,387 1,364 1,365
2,254 2,235 2,277 2,286 2,172 2,186
1,673 1,712 1,788 1,903 2,133 2,251
9,230 9,607 9,944 10,188 10,285 10,362

３
歳
児

尾久

日暮里

1～2歳合計

3～5歳合計

小計

町屋

尾久

日暮里

小計

南千住

荒川

町屋

尾久

日暮里

総合計

５
歳
児

南千住

荒川

町屋

尾久

日暮里

小計

南千住　計

荒川　　計

町屋　　計

尾久　　計

日暮里　計

４
歳
児

南千住

荒川

町屋

尾久

日暮里

小計

南千住

荒川

小計

０
歳
児

南千住

荒川

町屋

尾久

日暮里

小計

１
歳
児

２
歳
児

南千住

荒川

町屋
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＜地域別児童人口グラフ＞ 

（４）荒川区児童人口0歳～5歳の推移（平成21年～26年） 

どの年齢も過去6年間において、微増の傾向がみられる。 

1,630 1,669 1,720 1,760 1,722 1,840

1,641 1,711 1,764 1,768 1,804 1,725

1,535 1,687 1,723 1,727 1,750 1,760

1,458 1,573 1,666 1,729 1,682 1,708

1,488
1,463 1,596 1,647 1,692 1,652

1,478
1,504

1,475 1,557 1,635 1,677
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8,000
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12,000

平成21年4月 平成22年4月 平成23年4月 平成24年4月 平成25年4月 平成26年4月

5歳

4歳

3歳

2歳

1歳

0歳

※平成25年4月より外国人も含まれている。

人

9,230 
9,607 9,944 10,188 10,285 10,362 

平成21年4月 平成22年4月 平成23年4月 平成24年4月 平成25年4月 平成26年4月

南千住 2,670 3,018 3,195 3,237 3,263 3,265

荒川 1,368 1,351 1,368 1,375 1,353 1,295

町屋 1,265 1,291 1,316 1,387 1,364 1,365

尾久 2,254 2,235 2,277 2,286 2,172 2,186

日暮里 1,673 1,712 1,788 1,903 2,133 2,251

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500
人
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1,525 1,480 1,490 1,465 1,547 1,606

1,430 1,524 1,494 1,487 1,453 1,541

1,376 1,427 1,520 1,495 1,498 1,449

1,467 1,395 1,433 1,515 1,494 1,481

1,337 1,478 1,410 1,442 1,507 1,479

1,392 1,343 1,492 1,418 1,452 1,506

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

平成21年4月平成22年4月平成23年4月平成24年4月平成25年4月平成26年4月

11歳

10歳

9歳

8歳

7歳

6歳

人

※平成25年4月より外国人も含まれている。

（５）荒川区児童人口6歳～11歳の推移（平成21年～26年） 

6歳～11歳の児童人口においても、微増の傾向がみられる。 

  

8,527 8,647 8,839 8,822 8,951 9,062 
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2 教育・保育施設の現状 

（１）幼稚園 

<区立幼稚園> 

幼稚園8園及びこども園1園が区内の各地域に配置されており、私立幼稚園と相

まって区内の幼稚園需要に対応していくという基本的な考え方に基づいて運営し

ている。 

<私立幼稚園等> 

これまで、私立幼稚園の廃園が相次ぎ、区内の私立幼稚園等の定員が減少してい

るため、私立幼稚園等通園児の約6割が区外園に通園している。 

 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 

利
用
者
数
（
人
） 

区立 598 614 700 723 703 

私立 1,633 1,638 1,684 1,675 1,642 

合計 2,231 2,252 2,384 2,398 2,345 

区
内
施
設
数
（
園
） 

区立 9 9 9 9 9 

私立 7 7 6 6 5 

合計 16 16 15 15 14 

※各年度5月1日時点 

※区内施設数には幼稚園類似の幼児施設1園を含む 
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（２）認可保育所等 

0～5歳の人口増加率以上に保育所等の利用率が上昇している。 

区では、待機児童解消を区の重要課題の一つとして位置付け、認可保育所や認証

保育所の新設、家庭福祉員の増員等により保育定員の拡大に努めてきた。平成 22

年度以降、認可保育所を8園開設、定員を931人分拡大し、平成26年4月1日時

点の待機児童は8人となっている。 

  

 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 

０～５歳の人口 9,607 9,926 10,118 10,285 10,362 

利
用
者
数
（
人
） 

認可保育所 3,299 3,433 3,567 3,807 4,061 

認証保育所 236 310 337 375 350 

家庭福祉員・ 

家庭的保育 
82 89 83 100 98 

合計 3,617 3,832 3,987 4,282 4,509 

利用率 37.6% 38.6% 39.4% 41.6% 43.5% 

施
設
数
（
箇
所
・
人
） 

認可保育所 27 28 29 32 35 

認証保育所 11 12 12 13 13 

家庭福祉員・ 

家庭的保育 
35 37 35 35 36 

合計 73 77 76 80 84 

待機児童数（人） 49 39 46 37 8 

※各年度4月1日時点 

※荒川区外の認可保育所等利用者を含む 
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①認可保育所等利用者数の推移 

人口増加や経済情勢の変化等を背景に認可保育所等の利用者数は増加の一途を

たどっている。 

※ 各年度4月1日時点 

※ 荒川区外の認可保育所等利用者を含む 
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②待機児童数 

待機児童数は、平成26年4月1日時点で8人にまで減少した。年齢別では1歳

児のみ、地域別では尾久地域5人、町屋地域3人となっている。 

＜地域別＞ 

 

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 

南千住 28 1 15 13 0 

荒川 5 5 7 5 0 

町屋 3 4 8 3 3 

尾久 4 3 1 10 5 

日暮里 9 26 15 6 0 

計 49 39 46 37 8 

※各年度4月1日時点 

 
＜年齢別＞ 

 

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 

0歳 13 14 3 0 0 

1歳 26 12 19 37 8 

2歳 8 13 0 0 0 

3歳 2 0 24 0 0 

4-5歳 0 0 0 0 0 

計 49 39 46 37 8 

※各年度4月1日時点 

 
  

人 
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 地域子ども・子育て支援事業の現状 3
※統計データがないものについては－で表記 

（１）地域子育て支援拠点事業（地域子育て交流サロン） 

乳幼児とその保護者などを対象に、日中、自由に時間を過ごすことができる、親

子の交流の場を提供している。専任職員を配置して子育て等に関する相談も行って

いる。 

地域のバランスに配慮して、より多くの子育て世帯が利用できるようにする。 

 
平成 

21年度 

平成 

22年度 

平成 

23年度 

平成 

24年度 

平成 

25年度 

利用者数（人日） 27,729 35,628 38,849 37,664 39,157 

設置数（カ所） 9 11 12 12 12 

  ※各年度3月末時点 

（２）妊婦健診（妊婦健康診査） 

妊娠届出時に交付する受診票により、妊婦健康診査14回及び超音波検査1回に

ついて、健診費用の助成を行っている。 

都内助産院又は都外里帰り先での妊婦健診及び超音波検査受診については、出産

後、受診者からの申請により健診費用の助成を行っている。 

 
平成 

21年度 

平成 

22年度 

平成 

23年度 

平成 

24年度 

平成 

25年度 

受診者数（人） 1,779 1,897 1,842 1,937 1,973 

健診回数（回） 18,475 19,892 19,642 20,353 21,034 

  ※各年度3月末時点 

（３）乳児家庭全戸訪問事業 

生後4カ月までの乳児がいる家庭を保健師又は助産師が訪問し、子育て支援に関

する情報提供を行うとともに、様々な不安や悩みを聞き、親子の心身の状況や養育

環境等に関する助言を行っている。 

出生数の増加に伴い、家庭訪問数が増加している。 

訪問を行った際に居場所が確認できない乳児がおり、所在確認が必要な乳児が増

加傾向にある。 

 
平成 

21年度 

平成 

22年度 

平成 

23年度 

平成 

24年度 

平成 

25年度 

訪問数（人） 1,365 1,580 1,627 1,624 1,804 

 ※各年度3月末時点  
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（４）養育支援訪問事業 

養育支援が特に必要であると判断した家庭に対し、保健師・助産師・ホームヘル

パーがその居宅を訪問して養育や子どもの発達等に関する相談、指導、家事・育児

支援等を行い、当該家庭における適切な養育の実施、養育環境の維持・改善を行っ

ている。 

対象家庭の選定や支援内容について、随時見直しを行い関係機関で情報を共有し

ている。 

 
平成 

21年度 

平成 

22年度 

平成 

23年度 

平成 

24年度 

平成 

25年度 

利用者数（回） 327 379 391 993 617 

  ※各年度3月末時点 

※平成21年度～23年度については保健所実施分のみ記載 

（５）子育て短期支援事業（ショートステイ） 

保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難と

なった児童について、児童養護施設等に入所させ、必要な保護を行っている 

 
平成 

21年度 

平成 

22年度 

平成 

23年度 

平成 

24年度 

平成 

25年度 

利用者数（人日） 79 83 71 175 171 

施設数（カ所） １ １ １ １ １ 

  ※各年度3月末時点 

（６）ファミリー・サポート・センター事業 

協力会員が利用会員の子ども（小学1年生～6年生が対象）に対し、小学校、学

童クラブ等の送迎や帰宅後の預かりを行っている。 

 
平成 

21年度 

平成 

22年度 

平成 

23年度 

平成 

24年度 

平成 

25年度 

利用者数（人日） － － 2,653 2,562 3,524 

  ※各年度3月末時点 
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（７）一時預かり事業 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳児又は幼児について、

幼稚園等・保育所・地域子育て支援拠点その他の場所において、一時的に預かり必

要な保護を行っている。 

<私立幼稚園等> 

区内私立幼稚園等全園において、幼稚園の教育課程終了後の預かりを行っている。

長期休暇中も行っている園がある。 

<保育所（一時保育）> 

保護者の冠婚葬祭への出席、地域・学校等の行事への参加、一時的な研修・講習

への参加育児疲れの解消等の理由で、一時的に保育を必要とする場合に乳幼児の預

かりを行っている。  

<ファミリー・サポート・センター> 

協力会員が利用会員の子ども（生後６カ月～未就学児が対象）に対し、保育園等

の送迎や帰宅後の預かりを行っている。 

<地域子育て交流サロン> 

一部の地域子育て交流サロンで週1回2時間の理由を問わない一時預かりを行っ

ている。 

 
平成 

21年度 

平成 

22年度 

平成 

23年度 

平成 

24年度 

平成 

25年度 

利
用
者
数(

人) 

私立幼稚園等 

（預かり保育） 
10,267 9,353 8,153 7,991 8,866 

保育所 

（一時保育） 
3,378 4,306 4,150 5,060 5,437 

ファミリー 

サポート 

センター 
－ － 6,322 6,748 7,179 

地域子育て交流

サロン 

（一時預かり） 
297 260 454 462 679 

合計 13,645 13,919 19,079 20,261 22,161 

施
設
数 

私立幼稚園等 7 7 7 6 6 

保育所 

（一時保育） 
5 7 8 9 11 

地域子育て交流

サロン 

一時預かり 
1 1 2 2 3 

合計 13 15 17 17 20 

 ※各年度3月末時点 

※幼稚園については、区内の私立幼稚園等のみの利用数と施設数 
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（８）延長保育事業（時間外保育事業） 

＜保育所＞  

区のすべての認可保育所で1時間の延長保育を行い、保護者の多様な就労形態に

対応している。そのほか帰宅時における交通災害等、予期せぬ延長保育の需要には

延長保育の空き枠を活用した「スポット延長」を行い対応している。 

＜認証保育所＞ 

区内全ての認証保育所が20時以降までの延長保育に対応している。 

＜家庭福祉員＞ 

区内の家庭福祉員については、保育時間を原則16時30分又は17時までとして

いるが、保護者の就労状況、家庭福祉員の状況等を踏まえ、双方の合意が成立した

場合には延長保育にも対応している。 

 
平成 

21年度 

平成 

22年度 

平成 

23年度 

平成 

24年度 

平成 

25年度 

利
用
者
数(

人) 

認可保育所 － 565 585 616 646 

認証保育所 ― ― ― ― 120 

家庭福祉員 ― ― ― ― 4 

合計 ― 565 585 616 770 

施
設
数 

認可保育所 ― 27 28 30 32 

認証保育所 ― ― ― ― 13 

家庭福祉員 ― ― ― ― 2 

合計 ― 27 28 30 47 

※月平均で算出 

※平成21年度及び認証保育所、家庭福祉員における平成22～24年度については未

集計 
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（９）病児・病後児保育事業 

病児・病後児について、保育所に付設された専用スペース等において、看護師等

が一時的に保育を行っている。 

現在、病後児保育は年間700人を超える利用がある。 

平成26年度から、症状が軽度であり入院治療の必要のない子どもを対象に病児

保育を行っている。 

 
平成 

21年度 

平成 

22年度 

平成 

23年度 

平成 

24年度 

平成 

25年度 

利用者数（人日） 602 543 585 622 716 

施設数 1 1 1 2 2 

  ※各年度3月末時点 

（１０）放課後児童健全育成事業（学童クラブ） 

留守家庭の小学校低学年児童等に対し、放課後に適切な遊びと生活の場を与えて、

その健全な育成を図っている。 

学齢人口の増加や共働き家庭の増加等を受け、平成24年度以降、利用児童数は

増加傾向にある。帰宅時間の早い児童を中心に、にこにこすくーる（放課後の居場

所づくり事業）への参加を推進しているが、児童福祉法の改正等を踏まえると、今

後、更なる利用児童数の増が想定される。 

  

 
平成 

21年度 

平成 

22年度 

平成 

23年度 

平成 

24年度 

平成 

25年度 

利用者数（人） 1,462 1,364 1,254 1,229 1,234 

施設数 24 25 25 25 25 

   参考＜にこにこすくーるの状況＞ 

 
平成 

21年度 

平成 

22年度 

平成 

23年度 

平成 

24年度 

平成 

25年度 

登録数（人） 550 1,169 1,629 2,215 2,534 

施設数（校） 3 6 7 9 11 

   ※利用者数・登録数は各年度3月末時点  
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 女性の就労状況 4

（１）荒川区における女性の年齢別労働力率の推移 

女性の年齢別労働力率は、25～29歳で高くなった後、30～39歳の結婚・出産・

育児にあたる年齢で一旦低下する傾向が見られるが、その程度は年々、緩やかに

なってきている。 
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（２）荒川区における女性の未婚・既婚別労働力率 

女性の未婚・既婚別労働力率の比較は、25歳から 44歳で大きく違いがみられ、

35～39歳では25ポイントの差が開いている。 

 

（３）女性の就労支援 

女性が能力を発揮し、仕事と家庭の両立を支援することは、子育て支援のみなら

ず少子化対策の観点からも、重要な課題である。 

区は、就労支援を専門に所管する就労支援課を平成 24年 4月に設置し、若年層

や高齢者などに対するきめ細かい支援により、多くの区民の就職に取り組んでいる

ほか、再就職活動をしている子育て中の女性などを対象とした就労支援セミナーの

開設等を行うなど、子育て支援や就労支援等の施策を充実している。 

（４）マザーズハローワークとの連携 

区では、平成26年9月に都内で2番目となるマザーズハローワークが開設され、

今後、女性の社会進出・雇用創出のため、子育て支援施策の出張説明会の開催など、

就労、女性、子育て支援施策それぞれの連携を強化することとしている。更なる充

実を図っていく。 

なお、マザーズハローワークの利用状況については、平成 26年 9月中旬現在、

215件の利用があり、荒川区民の利用者の約6割が30代の母親であり、うち14名

が就業している。  

15～
19歳

20～
24歳

25～
29歳

30～
34歳

35～
39歳

40～
44歳

45～
49歳

50～
54歳

55～
59歳

60～
64歳

65～
69歳

70～
74歳

75～
79歳

80～
84歳

85歳
以上

未婚 15.2% 59.1% 75.4% 76.6% 78.3% 78.9% 76.1% 74.4% 69.5% 51.9% 34.9% 20.9% 12.1% 11.9% 7.6%

既婚 18.2% 38.5% 53.2% 52.6% 53.3% 57.7% 63.1% 63.3% 60.2% 53.3% 40.3% 27.4% 16.2% 10.2% 7.9%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

女性の未婚・既婚別労働力率の比較
資料：平成22年国勢調査
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 荒川区子ども・子育て支援事業計画にかかるニーズ調査の結果 5

（１）調査実施の目的 

区では、子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）に基づき、5年間を一

期とする「荒川区子ども・子育て支援事業計画」を策定する。 

本計画の策定にあたり、区の教育・保育サービスや子育て支援事業に関する区民

ニーズの動向分析等を行い、区の現状と今後の課題を整理することを目的とし、ア

ンケート調査を実施した。 

（２）調査の種類 

調査名 調査対象 

１．未就学児用 未就学児童のいる世帯 
２．就学児用 小学 1年生から 3年生までの児童のいる世帯 

（３）調査方法と回収状況 

調査方法：郵送による配布・回収（ただしweb回答も併用） 

抽出方法：層化2段無作為抽出 

調査期間：平成25年10月21日（月）～11月11日（月） 

＜回収状況＞ 

調査名 発送数 回収数 回収率 

１．未就学児用 2,100件 1,247件 59.4％ 

２．就学児用 900件 549件 61.0％ 

合 計 3,000件 1,796件 59.9％ 
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（４）調査項目 

調査名 調査項目 

１．未就学児用 

1. 子どもと家族の状況 
2. 子どもの育ちをめぐる環境 
3. 保護者の就労状況 
4. 平日の定期的な教育・保育事業の利用状況 
5. 地域の子育て支援事業の利用状況 
6. 土曜・休日や長期休暇中の定期的な教育・保育事業の利
用希望 

7. 病気の際の対応 
8. 不定期の教育・保育事業や宿泊を伴う一時預かりの利用
状況 

9. 小学校就学後の放課後の過ごし方 
10. 子育てと職場の両立支援制度 
11. 子育て全般について 

２．就学児用 

1. 子どもと家族の状況 
2. 子どもの育ちをめぐる環境 
3. 保護者の就労状況 
4. 子どもの放課後の過ごし方 
5. 不定期の教育・保育事業や宿泊を伴う一時預かりの利用
状況 

6. 子どもの生活状況 
7. 子育て全般について 

  

資料2 P17



20 
 

（５）調査結果の要約 

①子どもと家族の状況（未就学児・就学児） 

○きょうだいの状況は、未就学児では「兄」が27.6％で最も高く、就学児では「妹」

が24.8％で最も高く、次いで「弟」が21.1％となっている。 

○子育てを主に行っている人は、いずれも「父母ともに」が最も高く、未就学児で

57.4％、就学児で61.2％となっている。 

②子どもの育ちをめぐる環境（未就学児・就学児） 

○子育てに日常的にかかわっている人（施設）は、いずれも「母親」が９割を超え、

最も高くなっている。 

○日頃子どもをみてもらえる親族や友人・知人は、いずれも「緊急時もしくは用事

の際には祖父母等の親族にみてもらえる」が５割を超えて最も高くなっている。 

○子育てをする上で、気軽に相談できる人の有無は、未就学児では「いる／ある」

が92.2％となっており、その相談先は、「祖父母等の親族」が81.2％で最も高く、

次いで「友人・知人」が75.1％となっている。 

○就学児では「いる／ある」が88.2％となっており、その相談先は、「友人・知人」

が83.7％で最も高く、次いで「祖父母等の親族」が74.4％となっている。 

n=(1,247)  

母親

父親

祖父母

こども園

幼稚園

保育園

その他

　無回答

93.1

58.7

23.6

2.0

19.2

34.8

4.3

0.6

0 20 40 60 80 100(%)

 n=(1,247)  

父母ともに

母親

父親

祖父母

その他

　無回答

57.4

40.4

0.5

0.5

0.2

1.0

0 10 20 30 40 50 60 70(%)
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③保護者の就労状況（未就学児・就学児） 

○母親の就労状況は、未就学児では「以前は就労していたが、現在は就労してい

ない」が37.8％で最も高く、次いで「フルタイムで就労しており、産休・育休・

介護休業中ではない」が28.4％となっている。 

○一方、就学児では「パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護

休業中ではない」が37.7％で最も高く、次いで「以前は就労していたが、現在

は就労していない」が 27.0％、「フルタイムで就労しており、産休・育休・介

護休業中ではない」が26.8％となっており、子どもの年齢によって母親の就労

形態変化に変化が見られた。 

○父親の就労状況は、いずれも「フルタイムで就労しており、育休・介護休業中

ではない」が最も高く、未就学児で93.8％、就学児で87.6％となっている。 

○パート・アルバイト等で就労している母親のフルタイムへの転換希望は、いず

れも「パート・アルバイト等の就労を続けることを希望」が５割を超えて最も

高くなっている。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
○母親の就労日数は、「週５日」が 69.2％で最も高くなっている。父親の就労日

数は、「週５日」が64.3％で最も高くなっている。 

 
 

n=(1,244)  

フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

フルタイムで就労しているが、産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で就労しているが、産休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

　無回答

28.4

10.7

16.8

1.4

37.8

4.7

0.2

0 10 20 30 40(%)

n=(1,141)  

週１日

週２日

週３日

週４日

週５日

週６日

週７日

　無回答

0.5

-

0.4

0.4

64.3

30.0

2.6

1.7

0 20 40 60 80(%)n=(712)  

週１日

週２日

週３日

週４日

週５日

週６日

週７日

　無回答

1.1

3.1

4.9

10.4

69.2

8.7

1.3

1.3

0 20 40 60 80(%)

【母親の就労日数】 【父親の就労日数】 
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○母親の就労時間は、「８時間」が 39.3％で最も高くなっている。父親の就労時

間は、「12時間以上」が30.5％で最も高く、次いで「10時間」が24.6％となっ

ている。 

 
  

n=(1,141)  

３時間未満

３時間

４時間

５時間

６時間

７時間

８時間

９時間

10時間

11時間

12時間以上

　無回答

0.3

-

0.2

0.4

0.4

0.6

19.1

13.8

24.6

7.9

30.5

2.4

0 10 20 30 40(%)n=(712)  

３時間未満

３時間

４時間

５時間

６時間

７時間

８時間

９時間

10時間

11時間

12時間以上

　無回答

2.2

1.7

5.1

6.2

10.8

16.4

39.3

9.3

5.6

0.6

0.8

2.0

0 10 20 30 40 50(%)

【母親の就労時間】 【父親の就労時間】 
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④平日の定期的な教育・保育事業の利用状況（未就学児） 

○平日の定期的な教育・保育事業の利用状況は、「利用している」が62.9％、「利用

していない」が36.0％となっており、その平日に利用している教育・保育事業は、

「認可保育園」が40.7％で最も高く、次いで「幼稚園（通常の就園時間）」が30.9％

となっている。 

○平日に定期的な教育・保育事業を利用している理由は、「集団で行う教育・保育

が、子どもの成長にとって望ましい」が73.2％で最も高く、次いで「経済的な理

由で就労が必要」が57.4％となっている。 

○教育・保育事業を利用していない理由は、「（子どもの母親か父親が就労していな

いなどの理由で）利用する必要がない」が52.8％で最も高く、次いで「子どもが

まだ小さいため、○歳くらいになったら預けようと考えている」が47.9％となっ

ており、その利用開始年齢は、「３歳」が 43.7％で最も高く、次いで「１歳」が

35.3％となっている。 

○平日の教育・保育事業で定期的に利用したい事業は、「認可保育園」が 34.4％で

最も高く、次いで「幼稚園（通常の就園時間）」が26.9％、「幼稚園（通常の就園

時間後、預かり保育も利用）」が26.6％、「認可保育園（延長保育）」が25.3％と

なっている。 

○サービスを利用したいと考える理由は、「集団で行う教育・保育が、子どもの成

長にとって望ましい」が69.7％で最も高く、次いで「経済的な理由で就労が必要」

が52.1％となっている。 

  

ファミリー・サポート・センター

その他

　無回答

保育ママ（家庭福祉員）

事業所内保育施設

認可外保育施設

ベビーシッター・家政婦

こども園の長時間保育

認可保育園

認可保育園（延長保育）

認証保育所

n=(784)  

幼稚園（通常の就園時間）

幼稚園（通常の就園時間後、預かり保育も利用）

こども園の短・中時間保育

30.9

6.8

2.0

2.6

40.7

17.7

5.4

1.0

0.6

1.7

0.6

2.7

2.4

0.4

0 10 20 30 40 50(%)
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⑤地域の子育て支援事業の利用状況（未就学児） 

○地域の子育て支援事業の利用状況は、「利用していない」が 53.1％で最も高く、

次いで「親子ふれあいひろば（ひろば館、ふれあい館内）」が 39.4％となってい

る。 

 
○地域子育て支援拠点事業の今後の利用は、「新たに利用したり、利用日数を増や

したいとは思わない」が51.7％で最も高くなっている。 

○子育て支援事業の認知度で、「はい」は「あらかわきっずニュース」で 83.6％と

最も高く、次いで「母親学級・両親学級」で 80.4％、「あらかわ子育て応援ブッ

ク」で 77.0％、「あらかわキッズコール 24」で 76.7％となっている。一方、「家

庭教育学級（乳幼児コース）」では 14.8％、「教育センター（教育相談室等）」で

は21.8％となっている。 

 ○子育て支援事業の利用経験で、「はい」は「あらかわきっずニュース」で66.2％

と最も高く、次いで「あらかわ子育て応援ブック」で54.0％となっている。一方、

「教育センター（教育相談室等）」では3.0％、「家庭教育学級（乳幼児コース）」

では5.4％となっている。 

 ○子育て支援事業の今後の利用希望で、「はい」は「あらかわきっずニュース」で

68.8％と最も高く、次いで「あらかわ子育て応援サイト」で66.8％、「あらかわ

子育て応援ブック」で63.5％、「あらかわキッズコール24」で60.1％となってい

る。  

21.0 18.4 51.7 8.9

ｎ

(1,247)

(%)

利
用
し
て
い
な
い

が
、

今
後
利
用
し
た

い す
で
に
利
用
し
て
い

る
が
、

今
後
利
用
日

数
を
増
や
し
た
い

新
た
に
利
用
し
た

り
、

利
用
日
数
を
増

や
し
た
い
と
は
思
わ

な
い

　
無
回
答

利用していない

　無回答

n=(1,247)  

地域子育て交流サロン（子ども家庭支援センター、
保育園、おもちゃ図書館、みんなの実家内）

親子ふれあいひろば（ひろば館、ふれあい館内）

20.9

39.4

53.1

1.6

0 10 20 30 40 50 60(%)
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⑥土曜・休日や長期休暇中の定期的な教育・保育事業の利用希望（未就学児） 

 

○土曜日の定期的な教育・保育事業の利用希望は、「利用希望はない」が61.4％で最

も高くなっており、日曜・祝日の定期的な教育・保育事業の利用希望でも、「利用

する必要はない」が 73.7％で最も高くなっている。一方、長期休暇中の定期的な

幼稚園の利用希望は、「休みの期間中、週に数日利用したい」が58.9％で最も高く

なっている。 

○長期休暇中、毎日ではなく、たまに利用したい理由は、「息抜きのため」が58.6％

で最も高く、次いで「平日に済ませられない用事をまとめて済ませるため」が

52.0％となっている。 

  

 n=(393)  

月に数回仕事が入るため

平日に済ませられない用事を
まとめて済ませるため

親族の介護や手伝いが必要なため

息抜きのため

その他

　無回答

52.9

44.8

3.3

43.8

9.7

2.5

0 10 20 30 40 50 60(%)
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⑦病気の際の対応（未就学児） 

○子どもが病気やケガで事業が利用できなかったことの有無は、「あった」が

75.4％、「なかった」が21.8％となっており、その対処方法は、「母親が休んだ」

が72.4％で最も高くなっている。 

○病児・病後児のための保育施設等の利用希望は、「できれば病児・病後児のため

の保育施設等を利用したい」が46.5％、「利用したいとは思わない」が52.6％

となっており、利用したいと思わない理由は、「病児・病後児を他人にみてもら

うのは不安」が 57.5％で最も高く、次いで「親が仕事を休んで対応する」が

51.9％となっている。 

  

n=(591)  

父親が休んだ

母親が休んだ

（同居者を含む）親族や知人に子どもをみてもらった

就労していない保護者が子どもをみた

病後児保育を利用した

ベビーシッターを利用した

ファミリー・サポート・センターにお願いした

仕方なく子どもだけで留守番をさせた

その他

　無回答

32.8

72.4

37.4

21.2

5.9

1.5

1.0

0.5

2.4

0.2

0 20 40 60 80(%)
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⑧不定期の教育・保育事業や宿泊を伴う一時預かりの利用状況（未就学児・就学児） 

○不定期の教育・保育事業の利用状況は、未就学児では「利用していない」が

67.5％で最も高くなっており、利用している事業の中では、「保育園・こども

園等の一時保育」が10.1％で最も高くなっている。 

○就学児でも「利用していない」が最も高く、その割合は９割を超える。 

○不定期の教育・保育事業を利用していない理由は、いずれも「利用する必要

がない」が６割を超えて最も高くなっている。 

○不定期の教育・保育事業の利用希望は、未就学児では「利用したい」が52.0％、

「利用する必要はない」が42.0％となっており、不定期の教育・保育事業の

利用希望理由は、「私用（買物、子どもや親の習い事等）、リフレッシュ」が

63.8％で最も高く、次いで「冠婚葬祭、学校行事、子どもや親の通院」が59.5％

となっている。 

○就学児では「利用したい」が29.5％、「利用する必要はない」が67.6％となっ

ており、不定期の教育・保育事業の利用希望理由は、「冠婚葬祭、学校行事、

子どもや親の通院」が58.0％で最も高く、次いで「不定期の就労（残業、休

日出勤等も含む）」が55.6％となっている。 

○子どもの宿泊を伴う一時預かりが必要な機会の有無は、いずれも「あった」

が２割台、「なかった」が７割台となっており、その対処方法についても、い

ずれも「（同居者を含む）親族・知人にみてもらった」が最も高く、未就学児

では82.3％、就学児では76.4％となっている。 

  

n=(1,247)  

保育園・こども園等の一時保育

幼稚園の預かり保育

地域子育て交流サロンの一時預かり

ファミリー・サポート・センター

緊急一時保育

病後児保育

ショートステイ事業

年末保育

ベビーシッター

産後支援ヘルパーサービス

その他

利用していない

　無回答

10.1

5.9

1.1

2.9

0.6

1.1

0.2

0.6

0.5

0.7

9.3

67.5

3.1

0 20 40 60 80(%)
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⑨子どもの放課後の過ごし方（未就学児・就学児） 

○小学校低学年（１～３年生）の時期に、子どもを放課後過ごさせたい場所は、

いずれも「習い事、学習塾」が最も高く、未就学児では 50.0％、就学児では

73.2％となっている。 

○小学校高学年（４～６年生）の時期に、子どもを放課後過ごさせたい場所は、

いずれも「習い事、学習塾」が最も高く、未就学児では 67.0％、就学児では

81.2％となっている。 

  

 n=(176)  

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事、学習塾

ひろば館・ふれあい館

図書館

公園・児童遊園

学童クラブ

放課後子どもプラン（にこにこすくーる）

ファミリー・サポート・センター

その他

　無回答

45.5

15.9

50.0

23.3

11.9

28.4

36.9

39.8

1.7

1.7

6.8

0 10 20 30 40 50 60(%)
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⑩子育てと職場の両立支援制度（未就学児） 

 

○母親の育児休業の取得状況は、「働いていなかった」が 39.6％、「利用した（利

用中）」が36.4％、「利用していない」が21.9％となっている。 

○母親の育児休業を利用しなかった理由は、「子育てや家事に専念するため退職し

た」が28.6％で最も高く、次いで「職場に育児休業の制度がなかった」が22.7％

となっている。 

○父親の育児休業の取得状況は、「働いていなかった」が1.2％、「利用した（利用

中）」が2.4％、「利用していない」が83.4％となっている。 

○父親の育児休業を利用しなかった理由は、「仕事が忙しかった」が40.7％で最も

高く、次いで「職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった」が 34.2％となっ

ている。 

  

 n=(273)  

職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった

仕事が忙しかった

（産休後に）仕事に早く復帰したかった

休み前の仕事に戻るのが難しそうだった

昇給・昇格などが遅れそうだった

収入減となり、経済的に苦しくなる

保育園などに預けることができた

配偶者が育児休業制度を利用した

配偶者が無職、祖父母等の親族にみて
もらえるなど、制度を利用する必要がなかった

子育てや家事に専念するため退職した

職場に育児休業の制度がなかった

有期雇用のため育児休業の
取得要件を満たさなかった

育児休業を取得できることを知らなかった

産前産後の休暇（産前６週間、産後８週間）
を取得できることを知らず、退職した

その他

　無回答

14.3

14.7

4.8

6.6

0.4

10.3

7.3

-

7.7

28.6

22.7

7.3

0.4

2.2

17.2

6.6

0 5 10 15 20 25 30 35(%)
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⑪子どもの生活状況（就学児） 

 

○土曜・日曜の日常的な子どもの過ごし方は、すべての時間帯で「保護者や祖

父母等の家族・親族（大人）と過ごす」が５割を超えて最も高くなっている。 

○望ましいと考える子ども同士が交流等を行うことのできる場は、「子どもが放

課後などに集まって、子ども同士で自主活動などができる場」が61.7％で最

も高く、次いで「子どもに遊びを教えたり、しつけをしてくれる場」が55.2％、

子どもが土日に活動ができたり遊べる場」が53.6％となっている。 

○参加させた、参加させたい活動の種類は、「スポーツ活動」が 72.1％で最も

高くなっている。  

 n=(549)  

子どもに遊びを教えたり、しつけをしてくれる場

子どもが放課後などに集まって、
子ども同士で自主活動などができる場

子どもが土日に活動ができたり遊べる場

子ども自身が悩みを相談できる場

その他

　無回答

55.2

61.7

53.6

34.1

2.7

4.2

0 10 20 30 40 50 60 70(%)
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⑫子育て全般について（未就学児・就学児） 

○区における子育ての環境や支援への満足度（５段階評価）は、いずれも「満足

度４」が約４割で最も高く、次いで「満足度３」が３割台半ばとなっている。 

○未就学児では、教育保育環境の充実など、子育ての環境や支援に関して意見を

たずねたところ、727人から合計929件の回答があった。その中でも教育・保育

サービスについての意見が 482件あり、その主な内訳は「待機児童の解消・保

育園への入園のしやすさ」についての意見が162件、「公立・私立幼稚園の不足」

についての意見が 64件、「土曜・日曜・祝日・長期休暇中、夜間・延長保育の

充実・利便性の向上」についての意見が 59件、「病児・病後児保育の充実・利

便性の向上」についての意見が46件となっている。 

○就学児では、教育保育環境の充実など、子育ての環境や支援に関して意見をた

ずねたところ、259人から合計485件の回答があった。その中でも学校・放課後

の過ごし方についての意見が167件あり、その主な内訳は「学童クラブの充実・

高学年の受入れ拡大」についての意見が 60件、「にこにこすくーるの充実」に

ついての意見が44件、「学校の充実」についての意見が37件となっている。 

  

4.4 11.9 34.4 39.1 8.3

1.9

ｎ

(1,247)

(%)

満
足
度
１

満
足
度
２

満
足
度
３

満
足
度
４

満
足
度
５

　
無
回
答

低い 高い 
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 子ども・子育てを取り巻く課題 6
現在、区では子育て支援部はもとより、健康部・区民生活部・教育委員会等におい

て関係各課が連携をしながら、子ども・子育てに係る施策を展開している。 
少子化対策事業一覧

乳幼児期
出産～新生児期

就学後

0～2歳
出産前

3～5歳 6～12歳

就学前

就
労

保
育
園

幼
稚
園

小
学
校

在
宅

母
子
保
健
・
子
育
て
支
援

・特定妊婦支援 ・入院助産措置

【子育て支援課】
・要保護児童対策事業 ・子育て支援情報提供事業

【健康推進課】
・妊婦健康診査
・母親・両親学級

【健康推進課】
・新生児訪問

【子育て支援課】
・子育て交流サロン
・キッズクーポン
・ベビーステーション

【児童青少年課】
・子育て支援カウンセラー

・公園巡回サポート ・ひろば館

【地域振興課】
ふれあい館

【子育て支援課】
私立幼稚園等

【教育委員会】
区立幼稚園等

【保育課】
・保育園 ・病児、病後児保育

【教育委員会】
・就学時健康診断
・就学相談 ・就学援助

【児童青少年課】
・学童クラブ

・にこにこすくーる
・放課後子ども総合プラン

・ひろば館

【就労支援課】 マザーズハローワーク

【地域振興課】
ふれあい館

わかものハローワーク

産後支援ボランティア

ファミリー・サポート・センター事業

・ひとり親家庭への支援 ・児童手当及び医療費の助成

・ショートステイ ・親子ふれあい入浴

学習支援事業

【障害者福祉課】
療育医療（たんぽぽセンター）

【健康推進課】
・乳幼児健康診査

あらかわキッズコール２４
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区の子どもをめぐる現状やニーズ調査の結果などから、子ども・子育て支援施策の

充実に向けて、以下のような課題が考えられる。 

（１）妊娠期から出産まで 

区においては、少子化や核家族化の急激な進行、若年妊娠や高齢妊娠の増加、家

族形態や家庭環境の多様化等により、地域社会全体でのサポートを必要とする家庭

が増えている。 

こうしたことから、安心して、子どもを産み、子どもがより健やかに育まれる環

境づくりのためには、妊娠期から切れ目なく、かつ多様性を踏まえた母子保健サー

ビスの展開が求められており、特に産後ケアの充実が課題となっている。 

（２）乳幼児期 

<保育園> 

保育園には、こどもたちが健やかに育ち、健全な心身の発達が図られる生活の場

としての役割が求められている。区では、平成 26 年 4 月 1日時点において待機児

童を8人にまで減らすことができたが、共働き世帯の増加等により、今後も保育需

要の増加が想定されており、更なる保育園の整備が必要になっている。 

また、区立保育園の多くが園舎建設後 40年以上を経過しており、老朽化対策が

課題となっているほか、長期的視点における保育需要の低下を見越して、施設の転

用や運営手法等、将来的な区立保育園のあり方についても検討が必要である。 

<幼稚園> 

幼児教育においても、子どもたち一人ひとりの可能性を伸ばし豊かな創造力を育

むためには、それぞれ発達段階に応じた幼児教育を提供できるように環境を整備し

ていく必要がある。 
区においては、区内通園児の6割が区外の園に通園している状態から、身近なと

ころで幼児教育を提供できるようにするために、幼稚園の定員拡大や私立幼稚園の

整備が重要課題である。 

<在宅子育て家庭への支援> 

身近な地域で相談できる人がおらず、単独で乳幼児を育てている保護者が孤立を

せずに、安心して子育てができるためには、在宅子育て家庭への支援の充実が求め

られている。 

これまで在宅で子育てをしている保護者の育児不安や孤立化の解消を図るため

に「地域子育て交流サロン」を開設してきた。今後も、相談体制の拡充や自由な交

流の場の整備を進める必要がある。 

また、民生・児童委員など地域の関係機関とも連携・協力を図りながら、地域全

体で在宅子育て家庭を見守り支えていく体制を強化していくことが課題である。 

保育園においても、子育て相談や園庭開放等、在宅子育て家庭に対する積極的な

支援を行っている。さらに専用室のある保育園 11園で一時保育を実施しており、

資料2 P31



34 
 

今後もこうした取組みを拡大していく必要がある。 

（３）就学期 

就学期においては、家庭における子育て不安の問題や、子ども同士の交流活動や

自然体験の減少などから、子どもが社会性を十分身につけることができないまま小

学校に入学することにより、精神的にも不安定さをもち、周りの児童との人間関係

をうまく構築できず集団生活になじめない、いわゆる「小1プロブレム」が課題で

ある。 

保育園の待機児童の解消が進んできたなか、子どもが小学校に入学するとこれま

で勤めてきた仕事を辞めざるを得ない、「小１の壁」の解消が課題となっており、

児童福祉法の改正を踏まえた学童クラブの環境整備が必要である。 

一方、次代を担う人材の育成という教育的視点では、すべての児童に放課後に体

験活動等ができる安全な居場所を確保する放課後子供教室事業（にこにこすくーる）

も必要である。 

限りある財源及び施設という条件の中で、放課後児童対策の「質の充実・量の充

実」を実現していくための手法を、総合的に検討・推進していくことが課題である。 

（４）特に配慮の必要な家庭 

<児童虐待の予防と早期発見・対応について> 

一つの家庭の中で、貧困・病気・地域社会からの孤立等の要因が重なり、年々困

難な虐待事案が増えている。その中で虐待の発生予防と早期発見・早期対応が課題

である。 

関係機関との連携を緊密にして、虐待に至る前に気になるレベルで各家庭の事情

に寄り添った適切な支援を行うことが課題である。また、地域社会が虐待に対して

より深く関心を持ち、全ての子どもを暖かく見守れるよう、啓発活動を行うことが

必要である。 

<障がい児支援について> 

 障がい児が成長していくうえで、集団生活ができるようにするため、その家族

や各ステージごとに保健所や保育園・幼稚園、学校など関係機関と連携を強化する

とともに、切れ目のない支援を行っていくことが重要である。 

また、障がいに対し正しい理解をしてもらうための啓発が今後も必要である。 

現在、区内の全認可保育所において障がい児等の特別支援を必要とする子どもを

受け入れているが受入れ人数の更なる増加や重度の障がいのある子どもに対する

保育場所の確保が求められている。障がい児等が身近な地域で生活できるよう、こ

れまで以上に関係機関が連携し、組織横断的な対応を行う必要がある。 

また就学時においても、児童・生徒の障がいの状態や発達の状況に応じて、子ど

もの持つ可能性を伸ばし、社会生活に積極的に参加できるようにするため、特別支

援学級等における指導を充実させ、児童・生徒一人ひとりにきめ細かな対応をして
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いく必要がある。 

学童クラブにおいても障がい児対応を行い、施設面でのバリアフリー等の環境整

備や専門的知識を有する職員の確保等の課題がある。放課後における障がい児に適

切な保育を提供するためにも、学童クラブだけでなく放課後等デイサービス等の充

実が求められている。 

<子どもの貧困対策について> 

 子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右されることのないよう、ま

た、貧困が世代を超えて連鎖することのないよう、必要な環境整備を図っていくこ

とが重要である。そのためには、自治総合研究所を中心にまとめた「子どもの貧困・

社会排除問題研究プロジェクト最終報告書」の中で提言された「あらかわシステム」

をさらに強化する。 
子どもの貧困対策の推進に関する法律の4本柱である、教育・保育支援、生活支

援、親の就労支援、経済的支援の各分野において引き続き、区として施策を講じる

中で、関係機関が連携して包括的な支援体制を整備していくことが求められている。 
子どもの貧困率の手がかりとなりうる就学援助認定率は、小学校で約 3割、中学
校で約4割であり、家庭の所得による教育格差の広がりが懸念される。親から子へ

の「貧困の連鎖」を断ち切るため、小中学校におけるスクールソーシャルワーカー

やＩＣＴ教育環境の整備等の推進を進めていくとともに、学習支援事業も充実を図

る必要がある。 
現在、保育課に元区立保育園副園長経験者の2名を子育て相談専門員として配置

し、問題を抱える子どもの観察等継続的な支援を行っているが、新たな保育園も増

え、運営主体も多様になってきていることから、各保育園の状況を十分把握した上

で、適切に対応していく必要がある。 

＜ひとり親家庭への支援＞  

ひとり親家庭の母または父は、生活の維持や仕事と家事・育児の両立、住まいの

ことなど、生活上の多くの問題をひとりで抱えており、長時間労働などで子との関

わりが少ない傾向にある。 
経済的な支援や就労支援を実施し、保護者の自立支援を支える必要があるが、そ

の際には、保護者の学歴取得などの親の学び直しの支援も課題である。 
今後、親や子どもたちが悩みを相談でき、学習支援も行えるような居場所の確保

を行い、生活支援の充実を図る必要がある。 
 また、就労支援を行う際には、親の学び直しの支援も課題である。 
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＜配偶者暴力について＞ 

配偶者暴力は、その被害者の多くは女性であり、外部から発見しづらく、被害が

潜在化する傾向にある。また、暴力が子どもに与える影響も指摘されており、被害

の未然防止、早期発見、被害者の安全確保は大きな課題である。 

被害者の自立に向けた支援をさらに拡充していくため、被害者保護及び支援のた

めの関係機関との連携を、今後、一層強化する必要がある。 

（５）女性の就労支援～ワークライフバランス～ 

区においては、活力ある社会の維持・形成のため、結婚した後も女性が働き続け

ることを応援し、既婚女性の労働力率の改善を図る必要がある。また、女性が出産

後も継続して働くことができるよう、育児休業制度の普及を図り、中小・小規模企

業における育児休業の取得率向上を促進するとともに、いったん退職した女性の再

就職を支援する施策を、積極的に進める必要がある。 

男女共同参画社会の実現においては、男女が共に仕事と家庭生活の両立を図るこ

とができる社会の形成が課題となる。子育てや介護など、女性が担うことが多い分

野について支援策を充実することが必要である。さらに、男女の働き方自体を見直

し、変えていくなど、個人や家庭、働く場における取組みを通した、男女のワーク・

ライフ・バランスの実現が不可欠である。 

  

資料2 P34



39 
 

事業計画における量の見込み及び確保方策(案) 
≪必須記載事項≫ 

 子ども・子育て支援事業計画の考え方 1
子ども・子育て関連3法に基づく、 

①質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供 

②保育の量的拡大・確保、教育・保育の質的改善 

③地域の子ども・子育て支援 

を目指し、区における幼児期の学校教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業

の、各事業の見込み量や確保方策を定めていく。 

 区域設定 2

（１）教育・保育提供区域の設定 

 

①荒川区の教育・保育提供区域（1区域） 

 

 

 

②荒川区の教育・保育提供区域（5区域） 

 

  

 

 

（２）地域子ども・子育て支援事業に係る区域 

 

①放課後児童健全育成事業（学童クラブ）、地域子育て支援拠点事業（地域子育て

交流サロン）以外のための区域 

 

 

 

②放課後児童健全育成事業（学童クラブ）、地域子育て支援拠点事業（地域子育

て交流サロン）のための区域 

 

 

教育利用について1号認定に係る施設については、広域利用も多いことから、

区域を限定せず「本区域全域＝1区域」とする。 

保育利用について2号及び3号認定にに係る施設については、保育サービスを

身近な地域で利用できる提供体制を確保していくため、南千住、荒川、町屋、尾

久、日暮里の5区域とする。 

広域利用も多いことから、区域を限定せず「本区域全域＝1区域」とする。 

身近な地域で利用できる提供体制を確保していくため、南千住、荒川、町屋、

尾久、日暮里の5区域とする。 
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荒川区の教育・保育提供区域（１区域） 

【１号認定に係る施設及び地域子ども・子育て支援事業（放課後児童健全育成事業（学童

クラブ）、地域子育て支援拠点事業（地域子育て交流サロン）以外）のための区域】 

 

荒川区 

面積    10.20  

 

 

区域１  南千住地区 
面積    2.530  

区域４  尾久地区 
面積   2.692  

 

 
区域３  町屋地区 
面積   1.319  

 

区域２  荒川地区 
面積   1.486  

区域５ ⽇暮⾥地区 
面積   2.173  

荒川区の教育・保育提供区域（５区域） 

【２号・３号認定に係る施設・事業及び放課後児童健全育成事業（学童クラブ）、地域子育て

支援拠点事業（地域子育て交流サロン）のための区域】 

※これら３つの事業については、より身近な所で利用できる提供体制を確保していくため、５つ 

の区域設定とした。 
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 荒川区児童人口推計 3

（１）荒川区児童人口0～5歳の推移（平成27年度～31年度） 

  

（単位：人）

平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

平成
30年度

平成
31年度

584 564 541 516 491

268 269 267 267 266

242 236 232 228 221

389 383 373 367 359

452 467 481 495 508

1,935 1,919 1,894 1,873 1,845

554 593 573 550 525

222 266 267 265 265

241 249 243 239 235

385 394 388 378 372

456 451 466 480 494

1,858 1,953 1,937 1,912 1,891

517 544 582 562 539

216 217 260 261 259

215 243 251 245 241

343 376 385 379 369

407 448 444 459 473

1,698 1,828 1,922 1,906 1,881

3,556 3,781 3,859 3,818 3,772

542 507 533 570 550

214 210 211 252 253

231 217 245 253 247

384 338 371 380 374

363 400 440 437 452

1,734 1,672 1,800 1,892 1,876

540 535 500 526 562

205 210 206 207 248

243 227 213 241 249

342 385 339 372 381

361 360 396 435 432

1,691 1,717 1,654 1,781 1,872

561 538 533 498 524

205 204 209 205 206

199 241 225 211 239

345 336 378 333 365

331 361 360 396 435

1,641 1,680 1,705 1,643 1,769

5,066 5,069 5,159 5,316 5,517

3,298 3,281 3,262 3,222 3,191

1,330 1,376 1,420 1,457 1,497

1,371 1,413 1,409 1,417 1,432

2,188 2,212 2,234 2,209 2,220

2,370 2,487 2,587 2,702 2,794

10,557 10,769 10,912 11,007 11,134

3～5歳合計

総合計

５
歳
児

南千住

荒川

町屋

尾久

日暮里

小計

南千住　計

荒川　　計

町屋　　計

尾久　　計

日暮里　計

１
歳
児

２
歳
児

４
歳
児

南千住

荒川

町屋

尾久

日暮里

小計

３
歳
児

南千住

荒川

町屋

尾久

日暮里

小計

年度

０
歳
児

南千住

荒川

町屋

尾久

日暮里

小計

南千住

荒川

小計

町屋

尾久

日暮里

小計

南千住

荒川

町屋

尾久

日暮里

1～2歳合計
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（２）荒川区児童人口0～5歳の推移グラフ（平成27年度～31年度） 
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 子ども・子育て支援事業計画の体系 4
 

（１）幼児期の学校教育・保育 
①幼稚園 認定こども園 

②保育園 認定こども園 地域型保育 

（２）地域子ども・子育て支援事業 

①利用者支援事業 

②地域子育て支援拠点事業（地域子育て交流サロン） 

③妊婦に対する健康診査 

④乳児家庭全戸訪問事業 

⑤養育支援訪問事業 

⑥子育て短期支援事業（ショートステイ） 

⑦子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・

センター） 

⑧一時預かり事業 

⑨延長保育事業 

⑩病児病後児保育事業 

⑪放課後児童健全育成事業（学童クラブ） 
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 幼児期の学校教育・保育の量の見込みと提供体制の確保の内容及びその実施時期 5

（１）幼稚園 

【提供区域：区全域】                           （人） 

○今後の方向性 

平成２９年度に町屋地域に私立幼稚園を１園確保する。 

既存の幼稚園においては、施設整備を進めていき定員の拡大を図る。 

  

実施時期 
（年度） 

1年目 

（平成27年度） 

2年目 

（平成28年度） 

3年目 

（平成29年度） 

4年目 

（平成30年度） 

5年目 

（平成31年度） 

①
必
要
利
用
定
員
総
数 

（
量
の
見
込
み
） 

1号認定 1,927 1,931 1,989 2,043 2,113 

2号認定 428 429 442 454 470 

合計 2,355 2,360 2,431 2,497 2,583 

うち他の市区

町村の児童 
118 118 118 118 118 

②
確
保
量 

1号認定 1,050 1,045 1,043 1,043 1,043 

2号認定      

確認を受けな

い幼稚園 
767 805 1,018 1,018 1,018 

他の市区町村 970 937 726 726 726 

合計 2,787 2,787 2,787 2,787 2,787 

過不足（② ①） 432 427 356 290 204 
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（２）認可保育所等 

【提供区域：区全域】                         （人） 

 

1年目 

（平成27年度） 

2年目 

（平成28年度） 

3年目 

（平成29年度） 

4年目 

（平成30年度） 

5年目 

（平成31年度） 

①
必
要
利
用
定
員
総
数 

（
量
の
見
込
み
） 

2号認定 2,387 2,388 2,431 2,504 2,599 

3号認定 
（0歳児） 505 500 494 488 481 

3号認定 
（1・2歳児） 1,820 1,935 1,975 1,954 1,930 

計 4,712 4,823 4,900 4,946 5,010 

②
確
保
量 

2号認定 2,828 2,941 3,054 3,108 3,108 

3号認定 
（0歳児） 481 496 505 517 512 

3号認定 
（1・2歳児） 1,878 1,908 1,998 2,014 2,025 

計 5,187 5,345 5,557 5,639 5,645 

過
不
足
（
②
―
①
） 

2号認定 441 553 623 604 509 

3号認定 
（0歳児） -24 -4 11 29 31 

3号認定 
（1・2歳児） 58 -27 23 60 95 

計 475 522 657 693 635 

 

○今後の方向性 

住み慣れた地域で安心して保育ができ、仕事と家庭の両立が図れるように、刻々

と変化する地域別・年齢別のニーズを適宜把握し、全年齢に不足が生じる地域には

認可保育所の新設等により利用定員拡大を図るとともに、個別の年齢には認証保育

所や地域型保育事業、家庭福祉員など、多様なニーズに対応する保育施策を展開し

ていく。 

また、既存の事業者の意向を踏まえ、認証保育所の認可化・地域型保育事業への

移行を助言・支援していく。 
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【提供区域：南千住地区】                         （人） 

 

1年目 

（平成27年度） 

2年目 

（平成28年度） 

3年目 

（平成29年度） 

4年目 

（平成30年度） 

5年目 

（平成31年度） 

①
必
要
利
用
定
員
総
数 

（
量
の
見
込
み
） 

2号認定 773 744 738 751 771 

3号認定 
（0歳児） 152 147 141 134 128 

3号認定 
（1・2歳児） 549 581 591 570 545 

計 1,474 1,472 1,470 1,455 1,444 

②
確
保
量 

2号認定 896 921 921 921 921 

3号認定 
（0歳児） 155 155 155 155 155 

3号認定 
（1・2歳児） 603 603 603 603 603 

計 1,654 1,679 1,679 1,679 1,679 

過
不
足
（
②
―
①
） 

2号認定 123 177 183 170 150 

3号認定 
（0歳児） 3 8 14 21 27 

3号認定 
（1・2歳児） 54 22 12 33 58 

計 180 207 209 224 235 
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【提供区域：荒川地区】                          （人） 

 

1年目 

（平成27年度） 

2年目 

（平成28年度） 

3年目 

（平成29年度） 

4年目 

（平成30年度） 

5年目 

（平成31年度） 

①
必
要
利
用
定
員
総
数 

（
量
の
見
込
み
） 

2号認定 294 295 295 313 334 

3号認定 
（0歳児） 70 70 70 69 69 

3号認定 
（1・2歳児） 224 246 270 269 268 

計 588 611 635 651 671 

②
確
保
量 

2号認定 417 417 417 417 417 

3号認定 
（0歳児） 66 66 62 62 62 

3号認定 
（1・2歳児） 236 236 240 240 240 

計 719 719 719 719 719 

過
不
足
（
②
―
①
） 

2号認定 123 122 122 104 83 

3号認定 
（0歳児） -4 -4 -8 -7 -7 

3号認定 
（1・2歳児） 12 -10 -30 -29 -28 

計 131 108 84 68 48 
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【提供区域：町屋地区】                        （人） 

 

1年目 

（平成27年度） 

2年目 

（平成28年度） 

3年目 

（平成29年度） 

4年目 

（平成30年度） 

5年目 

（平成31年度） 

①
必
要
利
用
定
員
総
数 

（
量
の
見
込
み
） 

2号認定 317 323 322 333 347 

3号認定 
（0歳児） 63 61 61 59 58 

3号認定 
（1・2歳児） 233 252 253 248 244 

計 613 636 636 640 649 

②
確
保
量 

2号認定 445 445 445 445 445 

3号認定 
（0歳児） 64 64 64 64 64 

3号認定 
（1・2歳児） 292 292 292 292 292 

計 801 801 801 801 801 

過
不
足
（
②
―
①
） 

2号認定 128 122 123 112 98 

3号認定 
（0歳児） 1 3 3 5 6 

3号認定 
（1・2歳児） 59 40 39 44 48 

計 188 165 165 161 152 
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【提供区域：尾久地区】                          （人） 

 

1年目 

（平成27年度） 

2年目 

（平成28年度） 

3年目 

（平成29年度） 

4年目 

（平成30年度） 

5年目 

（平成31年度） 

①
必
要
利
用
定
員
総
数 

（
量
の
見
込
み
） 

2号認定 505 499 512 512 528 

3号認定 
（0歳児） 101 100 97 95 94 

3号認定 
（1・2歳児） 372 394 396 387 379 

計 978 993 1,005 994 1,001 

②
確
保
量 

2号認定 529 563 622 622 622 

3号認定 
（0歳児） 77 86 97 99 99 

3号認定 
（1・2歳児） 345 353 398 396 396 

計 951 1,002 1,117 1,117 1,117 

過
不
足
（
②
―
①
） 

2号認定 24 64 110 110 94 

3号認定 
（0歳児） -24 -14 0 4 5 

3号認定 
（1・2歳児） -27 -41 2 9 17 

計 -27 9 112 123 116 
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【提供区域：日暮里地区】                         （人） 

 

1年目 

（平成27年度） 

2年目 

（平成28年度） 

3年目 

（平成29年度） 

4年目 

（平成30年度） 

5年目 

（平成31年度） 

①
必
要
利
用
定
員
総
数 

（
量
の
見
込
み
） 

2号認定 498 527 564 595 619 

3号認定 
（0歳児） 119 122 125 131 132 

3号認定 
（1・2歳児） 442 462 465 480 494 

計 1,059 1,111 1,154 1,206 1,245 

②
確
保
量 

2号認定 541 595 649 703 703 

3号認定 
（0歳児） 119 125 127 137 132 

3号認定 
（1・2歳児） 402 424 465 483 494 

計 1,062 1,144 1,241 1,323 1,329 

過
不
足
（
②
―
①
） 

2号認定 43 68 85 108 84 

3号認定 
（0歳児） 0 3 2 6 0 

3号認定 
（1・2歳児） -40 -38 0 3 0 

計 3 33 87 117 84 
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 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制の確保の内容その実施時期 6
 

（１）利用者支援事業（新規事業） 

事業内容：子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て

支援事業等の情報提供及び必要に応じ相談・助言等を行うとともに、関係機関との

連絡調整等を行う事業 

【提供区域：区全域】                         （ヵ所） 

 
1年目 

（平成27年度） 

2年目 

（平成28年度） 

3年目 

（平成29年度） 

4年目 

（平成30年度） 

5年目 

（平成31年度） 

①実施箇所数 2 2 2 2 2 

②確保数 2 2 2 2 2 

過不足数 

(②―①) 
0 0 0 0 0 

○今後の方向性 

「利用者支援」とは個別の子育て家庭のニーズを把握し、適切な施設・事業等を

円滑に利用できるための支援である。「地域連携」とは、利用者支援機能を果たす

ために、日常的に地域の子育て支援機関と連携をとり、社会資源の開発を行うもの

である。 

利用者支援事業には、主に地域子育て拠点に設置し、利用者支援と地域連携の両

機能を併せ持つ「基本型」と、主に行政の窓口に設置し、利用者支援機能のみを持

つ「特定型」がある。 

平成27年度は、過去の実績もないことから、「基本型」と「特定型」を区内に1ヵ

所ずつ設置し両機能を充実させ、一体的な運営で子育て家庭への支援を強化し、多

くの利用者に支援ができるよう取り組む。 
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（２）地域子育て支援拠点事業（地域子育て交流サロン） 

事業内容：在宅で育児をしている保護者や子どもがいつでも気軽に訪れ、同世代の

親子の交流や、保育士等による育児のサポートで育児不安や孤立化等の解消を図り、

子育てについての相談、助言、情報の提供、その他の援助を行う事業 

【提供区域：区全域】                       （人日） 

 
1年目 

（平成27年度） 

2年目 

（平成28年度） 

3年目 

（平成29年度） 

4年目 

（平成30年度） 

5年目 

（平成31年度） 

①量の見込み 47,595 49,434 50,054 49,302 48,432 

②確保量 61,471 61,471 61,471 61,471 61,471 

過不足 
(②―①) 

13,876 12,037 11,417 12,169 13,039 

○今後の方向性 

設置場所に地域の偏りがあり、特に町屋・西日暮里地域において施設数が不足し

ている。今後、地域子育て交流サロンの利用実態の把握を行い、それらのデータ等

をもとに、地域子育て交流サロンを適切な場所に設置し、区内全域で在宅育児を支

援していく。 

また、今後、ふれあい館にある「親子ふれあいひろば」を地域子育て交流サロン

へ位置づけられるかどうか検討する。 

【提供区域：南千住地区】                       （人日） 

 
1年目 

（平成 27年度） 
2年目 

（平成 28年度） 
3年目 

（平成 29年度） 
4年目 

（平成 30年度） 
5年目 

（平成 31年度） 

①量の見込み 18,271 18,779 18,723 17,973 17,167 

②確保量 19,360 19,360 19,360 19,360 19,360 

過不足 

(②―①) 
1,089 581 637 1,387 2,193 

 

 

【提供区域：荒川地区】                         （人日） 

  

 
1年目 

（平成27年度） 

2年目 

（平成28年度） 

3年目 

（平成29年度） 

4年目 

（平成30年度） 

5年目 

（平成31年度） 

①量の見込み 5,141 5,533 6,006 6,051 6,078 

②確保量 13,014 13,014 13,014 13,014 13,014 

過不足 

(②―①) 
7,873 7,481 7,008 6,963 6,936 
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【提供区域：町屋地区】                          （人日） 

 
1年目 

（平成27年度） 

2年目 

（平成28年度） 

3年目 

（平成29年度） 

4年目 

（平成30年度） 

5年目 

（平成31年度） 

①量の見込み 5,083 5,357 5,492 5,433 5,362 

②確保量 5,500 5,500 5,500 5,500 5,500 

過不足 

(②―①) 
417 143 8 67 138 

 

【提供区域：尾久地区】                          （人日） 

 
1年目 

（平成27年度） 

2年目 

（平成28年度） 

3年目 

（平成29年度） 

4年目 

（平成30年度） 

5年目 

（平成31年度） 

①量の見込み 11,686 12,063 11,990 11,759 11,508 

②確保量 13,966 13,966 13,966 13,966 13,966 

過不足 

(②―①) 
2,280 1,903 1,976 2,207 2,458 

 

【提供区域：日暮里地区】                      （人日） 

 
1年目 

（平成27年度） 

2年目 

（平成28年度） 

3年目 

（平成29年度） 

4年目 

（平成30年度） 

5年目 

（平成31年度） 

①量の見込み 7,415 7,702 7,843 8,086 8,317 

②確保量 9,631 9,631 9,631 9,631 9,631 

過不足 

(②―①) 
2,216 1,929 1,788 1,545 1,314 
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（３）妊婦健診（妊婦健康診査） 

事業内容：妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、

①健康状態の把握、②検査計測、③保健指導、を実施するとともに、妊娠期間中の

適時に必要に応じた医学的検査を行う事業 

                             （受診者数：人 受診回数：回） 

 1年目 

（平成27年度） 

2年目 

（平成28年度） 

3年目 

（平成29年度）

4年目 

（平成30年度）

5年目 

（平成31年度）

量
の
見
込
み 

受診者数 2,058 2,031 2,008 1,978 1,956 

①健診回数 21,937 21,651 21,411 21,091 20,851 

②確保量 21,937 21,651 21,411 21,091 20,851 

過不足 

(②―①) 
0 0 0 0 0 

○今後の方向性 

今後も継続して妊婦健診の費用助成を行うことにより、妊娠時の経済的負担を軽

減し、積極的な妊婦健診の受診を促していく。 

 

（４）乳児家庭全戸訪問事業 

事業内容：生後4か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育て支援に関する

情報提供や養育環境等の把握を行う事業 

（人） 

 
1年目 

（平成27年度） 

2年目 

（平成28年度） 

3年目 

（平成29年度） 

4年目 

（平成30年度） 

5年目 

（平成31年度） 

①量の見込み 2,027 2,010 1,984 1,962 1,933 

②確保量 2,027 2,010 1,984 1,962 1,933 

過不足 

(②―①) 
0 0 0 0 0 

○今後の方向性 

現行の体制を継続するが、今後の出生数増加や所在の確認ができない乳児に対応

できるよう、適宜実施体制の見直しを図っていく。 
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（５）養育支援訪問事業 

事業内容：養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する

指導・助言等を行うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保する事業 

（人回） 

 
1年目 

（平成27年度） 

2年目 

（平成28年度） 

3年目 

（平成29年度） 

4年目 

（平成30年度） 

5年目 

（平成31年度） 

①量の見込み 632 641 652 659 665 

②確保量 632 641 652 659 665 

過不足 

(②―①) 
0 0 0 0 0 

○今後の方向性 

対象家庭の選定や支援内容について、随時見直しを行い関係機関で情報を共有し

ている。真に支援が必要な人へ迅速に支援を行うとともに、支援終了後も見守りな

どの方法について検討していく。 

 

（６）子育て短期支援事業（ショートステイ） 

事業内容：保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に

困難となった児童について、母子生活支援施設等に入所させ、必要な保護を行う事

業 

（人日） 

  
1年目 

（平成27年度） 

2年目 

（平成28年度）

3年目 

（平成29年度）

4年目 

（平成30年度）

5年目 

（平成31年度）

①量の見込み 212 215 217 220 220 

②確保量 212 215 217 220 220 

過不足 

(②―①) 
0 0 0 0 0 

○今後の方向性 

0～2歳未満の乳幼児のショートステイ受入先について近隣の乳児院等を検討し

ていく。2歳～中学3年生については、より利用しやすい事業体制を整えていく。 
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（７）ファミリー・サポート・センター事業 

事業内容：育児の援助を受けたい方（利用会員）及び育児の援助を行いたい方（協

力会員）があらかじめ会員として登録し、会員から利用の申し込みがあった場合、

利用会員・協力会員・事務局が事前打ち合わせをしたうえで、原則として協力会員

の自宅で預かる事業 

（人日） 

  
1年目 

（平成27年度） 

2年目 

（平成28年度） 

3年目 

（平成29年度） 

4年目 

（平成30年度） 

5年目 

（平成31年度） 

①
量
の
見
込
み 

低学年 2,375 2,416 2,453 2,490 2,513 

高学年 700 712 713 734 741 

合計 3,075 3,128 3,166 3,224 3,254 

②確保量 3,265 3,397 3,529 3,661 3,793 

過不足 

(②―①) 
190 269 363 437 539 

○今後の方向性 

区民のニーズに応えられるよう、引き続き本事業についてホームページや区報な

どで積極的に周知し、協力会員の増加を図るとともに、事業の充実に向けて検討し

ていく。  
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（８）一時預かり事業 

事業内容：家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、

主として昼間において、認定こども園、幼稚園等、保育所、地域子育て支援拠点そ

の他の場所において、一時的に預かり、必要な保護を行う事業 

（人日） 

 
1年目 

（平成27年度） 
2年目 

（平成28年度） 
3年目 

（平成29年度） 
4年目 

（平成30年度） 
5年目 

（平成31年度） 

①
量
の
見
込
み 

私立幼稚園等 

（預かり保育） 
72,718 72,867 75,317 77,070 79,800 

保育所 

（一時保育） 
5,581 5,693 5,768 5,819 5,886 

ファミリー 

サポート 

センター 
7,617 7,748 7,867 7,988 8,062 

地域子育て交流

サロン 

（一時預かり） 
1,292 1,341 1,354 1,339 1,322 

合計 87,208 87,649 90,306 92,216 95,070 

②
確
保
量 

私立幼稚園等 

（預かり保育）
72,718 72,867 75,317 77,070 79,800 

保育所 

（一時保育） 
5,931 5,931 5,931 5,931 5,931 

ファミリー 

サポート 

センター 
8,088 8,415 8,742 9,069 9,396 

地域子育て交流

サロン 

（一時預かり） 
1,404 1,404 1,404 1,404 1,404 

合計 88,141 88,617 91,394 93,474 96,531 

過不足 

(②―①) 
933 968 1,088 1,258 1,461 

※汐入こども園含む 

○今後の方向性 

＜私立幼稚園等＞ 

現在実施している幼稚園等において、引き続き、預かり保育を実施するとともに、

保育実施状況及び利用者のニーズを把握することで、可能な限り、実施内容の多様

化を図り、事業の充実を検討していく。 
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＜一時保育所（保育所）＞ 

一時保育専用スペースの確保等、確実にニーズに応えられるよう事業の充実に向

けて検討していく。 

＜ファミリー・サポート・センター＞ 

区民のニーズに応えられるよう、引き続き本事業についてホームページや区報な

どで積極的に周知し、協力会員の増加を図るとともに、事業の充実に向けて検討し

ていく。 

＜地域子育て交流サロン一時預かり＞ 

実施場所や実施回数、預かり時間等について、利用者の要望を踏まえ事業の充実

に向けて検討していく。 
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（９）延長保育事業（時間外保育事業） 

事業内容：保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日や利用時間以外の日及

び時間において、保育所等で保育を行う事業 

                                       （人日） 

 
1年目 

（平成27年度） 

2年目 

（平成28年度） 

3年目 

（平成29年度） 

4年目 

（平成30年度） 

5年目 

（平成31年度） 

①
量
の
見
込
み 

保育所 890 935 1,007 1,051 1,071 

認証保育所 123 126 127 128 130 

家庭福祉員 6 6 9 9 12 

計 1,019 1,067 1,143 1,188 1,213 

②
確
保
量 

保育所 1,055 1,082 1,136 1,163 1,163 

認証保育所 129 138 138 138 138 

家庭福祉員 6 6 9 9 12 

計 1,190 1,226 1,283 1,310 1,313 

過
不
足
（
②
―
①
） 

保育所 165 147 129 112 92 

認証保育所 6 12 11 10 8 

家庭福祉員 0 0 0 0 0 

計 171 159 140 121 100 

○今後の方向性 

＜保育所＞  

認可保育所全園での延長保育の実施を継続し、新規開設や認可保育所に移行する

認証保育所においても延長保育の実施を促進していく。 

＜認証保育所及び家庭福祉員＞ 

保護者の要望、認証保育所及び家庭福祉員の意向等を踏まえ、延長保育の運用に

ついては柔軟に対応していく。 
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（１０）病児・病後児保育事業 

事業内容： 病児・病後児について、保育所等に付設された専用スペース等におい

て、一時的に保育等行う事業 

（人日） 

 
1年目 

（平成27年度） 

2年目 

（平成28年度） 

3年目 

（平成29年度） 

4年目 

（平成30年度） 

5年目 

（平成31年度） 

①量の見込み 813 837 871 884 884 

②確保量 1,952 2,928 2,928 2,928 2,928 

過不足数 

（②-①） 
1,139 2,091 2,057 2,044 2,044 

○今後の方向性 

本事業について更なる周知を図るとともに、確実に区民のニーズに応えられるよ

う、地域のバランスにも配慮しながら、事業の充実に向けて検討していく。 
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（１１）放課後児童健全育成事業（学童クラブ） 

事業内容：保護者が就労等により昼間家庭にいない小学校低学年の児童等に対し、

授業の終了後に適切な遊びと生活の場を提供し、児童等の健全な育成を図る事業 

【提供区域：全域】                      （人） 

 
1年目 

（平成27年度）

2年目 

（平成28年度）

3年目 

（平成29年度）

4年目 

（平成30年度）

5年目 

（平成31年度）

①１～３年生 
量の見込み 

1,270 1,286 1,300 1,304 1,304 

②１～３年生 

確 保 量 
1,465 1,485 1,495 1,505 1,525 

過 不 足 
（②－①） 

195 199 195 201 221 

③４～６年生 
量の見込み 

155 155 158 158 158 

④４～６年生 

確 保 量 
195 199 195 201 221 

過 不 足 
（④－③） 

40 44 37 43 63 

⑤１～６年生 
量の見込み 

1,425 1,441 1,458 1,462 1,462 

⑥１～６年生 

確 保 量 
1,465 1,485 1,495 1,505 1,525 

過 不 足 
（⑥－⑤） 

40 44 37 43 63 

○今後の方向性 

児童福祉法の改正を受け、平成27年度から対象児童が小学校高学年までに拡大

となる。高学年児童は、自立度が高いことに鑑み、低学年児童の待機ゼロを最優先

とした上で、指定学童クラブにおいて受け入れを行うとともに、児童の安全が担保

できる一部の学童クラブにおいて、定員拡大を行う。 

平成28年度までに区内全小学校においてにこにこすくーるを開設し、一体型の

学童クラブ及び放課後子供教室を整備する「（仮称）放課後子ども総合プラン」を

推進することで、各児童の状況に応じた必要な支援が受けられる環境を整備する。 
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【提供区域：南千住地区】 

 
1年目 

（平成27年度）

2年目 

（平成28年度）

3年目 

（平成29年度）

4年目 

（平成30年度）

5年目 

（平成31年度）

①１～３年生 

量の見込 み 
392 402 412 410 393 

②１～３年生 
確 保 量 

450 450 460 460 460 

過 不 足 
（②－① ） 

58 48 48 50 67 

③４～６年生 

量の見込 み 
45 48 48 49 49 

④４～６年生 
確 保 量 

58 48 48 50 67 

過 不 足 
（④－③ ） 

13 0 0 1 18 

⑤１～６年生 

量の見込 み 
437 450 460 459 442 

⑥１～６年生 
確 保 量 

450 450 460 460 460 

過 不 足 
（⑥－⑤ ） 

13 0 0 1 18 
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【提供区域:荒川地区】 

 
1年目 

（平成27年度）

2年目 

（平成28年度）

3年目 

（平成29年度）

4年目 

（平成30年度）

5年目 

（平成31年度）

①１～３年生 

量の見込み 
210 208 201 199 199 

②１～３年生 
確 保 量 

245 245 245 245 245 

過 不 足 
（②－①） 

35 37 44 46 46 

③４～６年生 

量の見込み 
27 26 26 26 25 

④４～６年生 
確 保 量 

35 37 44 46 46 

過 不 足 
（④－③） 

8 11 18 20 21 

⑤１～６年生 

量の見込み 
237 234 227 225 224 

⑥１～６年生 
確 保 量 

245 245 245 245 245 

過 不 足 
（⑥－⑤） 

8 11 18 20 21 

 

【提供区域:町屋地区】 

 
1年目 

（平成27年度）

2年目 

（平成28年度）

3年目 

（平成29年度）

4年目 

（平成30年度）

5年目 

（平成31年度）

①１～３年生 
量の見込み 

196 195 197 193 196 

②１～３年生 
確 保 量 

230 230 230 230 230 

過 不 足 

（②－①） 
34 35 33 37 34 

③４～６年生 
量の見込み 

23 23 24 24 24 

④４～６年生 
確 保 量 

34 35 33 37 34 

過 不 足 

（④－③） 
11 12 9 13 10 

⑤１～６年生 
量の見込み 

219 218 221 217 220 

⑥１～６年生 
確 保 量 

230 230 230 230 230 

過 不 足 

（⑥－⑤） 
11 12 9 13 10 
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【提供区域:尾久地区】 

 
1年目 

（平成27年度）

2年目 

（平成28年度）

3年目 

（平成29年度）

4年目 

（平成30年度）

5年目 

（平成31年度）

①１～３年生 

量の見込み 
229 229 225 226 223 

②１～３年生 
確 保 量 

260 260 260 260 260 

過 不 足 
（②－①） 

31 31 35 34 37 

③４～６年生 

量の見込み 
31 29 29 28 28 

④４～６年生 
確 保 量 

31 31 35 34 37 

過 不 足 
（④－③） 

0 2 6 6 9 

⑤１～６年生 

量の見込み 
260 258 254 254 251 

⑥１～６年生 
確 保 量 

260 260 260 260 260 

過 不 足 
（⑥－⑤） 

0 2 6 6 9 

【提供区域:日暮里地区】 

 
1年目 

（平成27年度）

2年目 

（平成28年度）

3年目 

（平成29年度）

4年目 

（平成30年度）

5年目 

（平成31年度）

①１～３年生 
量の見込み 

243 252 265 276 293 

②１～３年生 
確 保 量 

280 300 300 310 330 

過 不 足 

（②－①） 
37 48 35 34 37 

③４～６年生 
量の見込み 

29 29 31 31 32 

④４～６年生 
確 保 量 

37 48 35 34 37 

過 不 足 

（④－③） 
8 19 4 3 5 

⑤１～６年生 
量の見込み 

272 281 296 307 325 

⑥１～６年生 
確 保 量 

280 300 300 310 330 

過 不 足 

（⑥－⑤） 
8 19 4 3 5 

資料3 P26






























